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IASB Update 2026年 7月 
 
IASB Updateは、国際会計基準審議会（IASB）の予備的決定をハイライトしてい
る。これらの決定の影響を受けるプロジェクトは、作業計画で見ることができる。IFRS®

会計基準、修正、IFRIC®解釈指針に関する IASB の最終的な決定は、IFRS 財団
の「デュー・プロセス・ハンドブック」に示されているとおり正式に書面投票が行われる。 

IASBは 2026年 7月 21日から 22日に会議を行った。 

目次 

リサーチ及び基準設定 
 IFRS第 16号「リース」の適用後レビュー（アジェンダ・ペーパー7） 
 持分法（アジェンダ・ペーパー13） 
 無形資産（アジェンダ・ペーパー17） 
 企業結合 ― 開示、のれん及び減損（アジェンダ・ペーパー18） 
 キャッシュ・フロー計算書及び関連事項（アジェンダ・ペーパー20） 
 IFRS第 9号の適用後レビュー ― ヘッジ会計（アジェンダ・ペーパー26） 

維持管理及び一貫した適用 
 維持管理及び一貫した適用の活動（アジェンダ・ペーパー12） 
 IAS 第 12 号が適用される税金費用又は税金収益ではない税金又はその他の費用の表示（IFRS 第 18 号）（ア

ジェンダ・ペーパー12A-12C） 
 リバース・ファクタリングについてのアジェンダ決定―IFRS第 18 号についての委員会のアジェンダ決定の更新（アジェンダ・

ペーパー12D） 
 IFRIC Update 2026年 6月（アジェンダ・ペーパー12E） 

 
リサーチ及び基準設定 

IFRS第 16号「リース」の適用後レビュー（アジェンダ・ペーパー7） 

IASBは 2026年 7月 21日に会合し、次のことを行った。 

 IFRS第 16号「リース」が全体として意図されたように機能しているかどうかの判断 
 IFRS第 16号「リース」の適用後レビューにおいて行った決定の確定 
 適用後レビューを完結させプロジェクト・サマリー及びフィードバック・ステートメントを作成するための十分な作業が完了し

ているかどうかの判断 

IFRS第 16号の全体的な評価及び本適用後レビューにおける決定の確定（アジェンダ・ペーパー7A） 

IASBは、IFRS第 16号の要求事項は全体として意図されたように機能していると結論を下した。 

12名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

IASBは、この適用後レビューにおけるこれまでの暫定的な決定を確認することを決定した。 

 

関連情報： 
・ IASB Update原文はこちら 
・ IASBボード会議の要約のオーディオ
（ポッドキャスト）はこちら 

https://www.ifrs.org/projects/work-plan/
https://www.ifrs.org/content/dam/ifrs/about-us/legal-and-governance/constitution-docs/due-process-handbook-2020.pdf
https://www.ifrs.org/content/ifrs/home/news-and-events/calendar/2026/july/international-accounting-standards-board.html
https://www.ifrs.org/content/ifrs/home/news-and-events/updates.html
https://www.ifrs.org/news-and-events/podcasts/#iasb-podcasts
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a. リサーチ・プロジェクトをプロジェクト・パイプラインに追加する。当該プロジェクトは、リースに関連する財務情報の有用性に
対して重大な不利な影響を与えずに、借手にとっての IFRS 第 16 号の測定の要求事項を適用することの予想よりも高
い継続的コストを緩和する方法を探究するものとなる。当該プロジェクトは、次のことに関するコストの低減を探究する。 
i. リース負債の再測定（例えば、リース負債の再測定の頻度の減少及び指数又はレートに連動する変動リース料の

変動を反映するためのリース負債の再測定に関する要求事項の簡素化によって） 
ii. 割引率（例えば、追加借入利率に代えて簡素化した割引率及びリース負債の再測定の一部については変更のな

い割引率を借手が使用することを要求するか又は認めることによって） 
b. 借手が賃料減免（リース契約の唯一の変更が、当該契約に基づいて借手から受け取るべきリース料を貸手が免除する

ことであるもの）を会計処理するために IFRS 第 16 号及び IFRS 第 9 号「金融商品」の要求事項をどのように適用す
るのかを明確化するための狭い範囲のプロジェクトをプロジェクト・パイプラインに追加する。IASB は、このプロジェクトを(a)
に記述したリサーチ・プロジェクトとともに単一のプロジェクトとして行う。 

c. 単一資産企業における資産のセール・アンド・リースバックを会計処理するために IFRS第 16号及び IFRS第 10号「連
結財務諸表」の要求事項を適用することの影響を探究するためのプロジェクト（現在は維持管理プロジェクト・パイプライ
ンの事項の１つ）の優先度を、他のコーポレート・ラッパーの事項とともに次回のアジェンダ協議で検討する。 

d. 単一資産企業における資産のセール・アンド・リースバックという事項を維持管理プロジェクト・パイプラインから削除する。 
e. 情報要請の質問２から 6 に対して利害関係者が識別したその他の事項については行動を取らない。 

12名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

IASB は、リースに係るキャッシュ・アウトフローの合計額の構成要素を当該構成要素が表示されているキャッシュ・フロー計算書
上の科目とともに開示することを借手に要求することを（キャッシュ・フロー計算書及び関連事項のプロジェクトにおいて）探究す
るというこれまでの暫定的な決定を確認することを決定した。 

12名の IASB メンバーのうち 11名がこの決定に賛成した。 

IASBの実施した作業の要約及び今後の手順（アジェンダ・ペーパー7B） 

IASB は、適用後レビューを完結させプロジェクト・サマリー及びフィードバック・ステートメントを作成するための十分な作業が完了
していると判断した。 

12名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

次のステップ 

デュー・プロセス監督委員会からの承認を条件として、IASB は、この適用後レビューに関するプロジェクト・サマリー及びフィードバ
ック・ステートメントを 2026年第４四半期に公表する。 

持分法（アジェンダ・ペーパー13） 

IASB は、2026年 7月 22日に会合し、公開草案「持分法会計―IAS第 28号『関連会社及び共同支配企業に対する
投資』（202x年改訂）」における提案の再審議を継続した。 

関連会社との取引―開示要求（アジェンダ・ペーパー13A） 

IASBは、関連会社との取引から生じる利得又は損失に関する開示要求についての議論を継続した。 

 IASBは次のことを暫定的に決定した。 

a. 関連会社との取引から生じる利得又は損失の認識についての会計方針の選択を開示することを企業に要求する。 
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12名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

b. 次のことを要求する。 
i. 利得又は損失の全額を認識することを選択する投資者は、「ダウンストリーム」取引から生じる利得又は損失を開示

すること 
ii. 利得又は損失の認識を制限することを選択する投資者は、「ダウンストリーム」と「アップストリーム」の両方の取引から

生じる利得又は損失を開示すること 
12名の IASB メンバーのうち 8名がこの決定に賛成した。 

c. 利得又は損失が開示される関連会社との取引の種類を決定するにあたり投資者が用いる IFRS第 12号「他の企業へ
の関与の開示」の第 20項における開示目的を拡大する。 

12名の IASB メンバーのうち 9名がこの決定に賛成した。 

d. 関連会社との取引の性質及び当該取引が利得及び損失の開示に含まれているかどうかを開示することを投資者に要求
する。 

12名の IASB メンバーのうち 9名がこの決定に賛成した。 

e. 次の場合にのみ、関連会社との取引から生じる利得及び損失の開示の免除を設ける。 
i. 開示される情報を個々の関連会社に帰属させることができ、かつ、 
ii. 当該取引が投資者の通常の活動の一部である。 

12名の IASB メンバーのうち 7名がこの決定に賛成した。 

f. 投資者が制限された利得及び損失の期首残高と期末残高との調整表を、関連会社に対する投資の帳簿価額の期首
残高と期末残高の調整表と区分して開示するのか組み合わせて開示するのかは定めない。 

12名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

g. 制限された利得及び損失の調整表及び当該調整表に開示すべき情報の開示を要求するという暫定的な決定を変更し
ない。 

12名の IASB メンバーのうち 10名がこの決定に賛成した。 

IAS第 28号（202x年改訂）における経過措置（アジェンダ・ペーパー13B） 

IASBは、公開草案における経過措置に関する提案に対する利害関係者のフィードバックについて検討した。 

IASBは次のことを暫定的に決定した。 

a. 関連会社との取引から生じる利得又は損失の認識についての会計方針の変更を遡及適用することを企業に要求すると
いう公開草案における提案を、(b)から(c)を条件として、確認する。 

12名の IASB メンバーのうち 8名がこの決定に賛成した。 

b. 遡及適用が過大なコスト又は労力を伴うこととなる場合について、遡及適用の免除を設ける。 

12名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

c. (a)の要求事項は、過去に制限された利得又は損失のうち移行日現在で未認識の部分のみに適用される旨を明確化
する。 

12名の IASB メンバーのうち 10名がこの決定に賛成した。 
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d. (a)における遡及適用が IAS第 8号「財務諸表の作成基礎」における「実務上不可能であることによる免除」の対象とな
る旨を明確化しない。 

12名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

IASBは公開草案における次のことに関するその他の提案を確認することを暫定的に決定した。 

a. 条件付対価についての経過措置（条件付対価を移行日現在の公正価値で認識し測定するという要求は、同日現在
で存在している条件付対価の義務のみに適用される旨の明確化を条件として） 

12名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

b. 移行日現在の関連会社に対する投資の減損についての経過措置（投資者は当該投資の回収可能価額を移行日現
在で見積ることを認められる旨の明確化を条件として） 

12名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

c. 他のすべての要求事項を修正の発効日から将来に向かって適用すること 

12名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

d. 次のことの免除 
i.  比較対象期間に加えて表示する過去のあらゆる期間の修正再表示 
ii. 提案している要求事項が当期又は未修正の追加的な過去の期間に与える影響の開示（IAS 第８号の第 28 項

(f)及び IFRS第 19号「公的説明責任のない子会社：開示」の第 178項(f)で要求されている） 

12名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

IASB は、移行日現在で未認識の損失を有している投資者が、移行日現在の利益剰余金の期首残高の修正及び投資の帳
簿価額の対応する減額を、次のいずれか低い方の金額について認識するという経過措置を追加することも暫定的に決定した。 

a. 未認識の損失の金額 
b. 公開草案の付録 C「発効日及び経過措置」の C4項から C7項における経過措置の適用から生じる投資の帳簿価額

の増加の金額 

12名の IASB メンバーのうち 11名がこの決定に賛成した。 

IASB は、関連会社との取引から生じる利得又は損失の認識についての会計方針の変更に関する経過措置を、関連する修
正に対して、連結財務諸表（IFRS 第 10 号「連結財務諸表」）及び個別財務諸表（IAS 第 27 号「個別財務諸表」）
の作成時に適用することを投資者に要求することも暫定的に決定した。 

12名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

初度適用企業に対する経過措置（アジェンダ・ペーパー13C） 

IASBは、IFRS会計基準に従って作成する企業の最初の財務諸表についての経過措置を導入するかどうかを議論した。 

IASBは次のことを暫定的に決定した。 

a. 関連会社に対する投資の過去の取得についての IFRS 第 1 号「国際財務報告基準の初度適用」の C5 項における免
除は、重要な影響力を維持した状態での追加的な所有持分の購入時にも適用される旨を明確化する。 

b. IFRS第 1号に IAS第 28号の修正に関するその他の経過措置は含めない。 

12名の IASB メンバー全員がこれらの決定に賛成した。 
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整理論点（アジェンダ・ペーパー13D） 

IASBはいくつかの整理論点を検討した。 

IASBは次のことを暫定的に決定した。 

a. 個別財務諸表における子会社との取引から生じる利得又は損失についての会計方針の選択において、事業の移転から
生じる利得又は損失の全額を認識するという要求を追加しない。 

12名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

b. 事業を含んでいない子会社に対する支配を投資者が喪失して関連会社に移転する場合の残存持分の測定についての
要求事項を追加しない。 

12名の IASB メンバーのうち 8名がこれらの決定に賛成した。 

c. 「サイドストリーム」取引に関する要求事項を追加しない。 

12名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

d. 関連会社又は共同支配企業の純損益に対する企業の持分の算定において割安購入益を含めるという要求を IAS 第
28号から削除する提案を確認する。 

12名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

e. 次のアジェンダ決定を撤回する。 
i.  アジェンダ決定「IAS第 28号『関連会社に対する投資』―IFRS第 3号『企業結合』（2008年改訂）及び IAS

第 27号『連結及び個別財務諸表』（2008年修正）の持分法会計に対する潜在的影響」（2009年 7月） 
ii. アジェンダ決定「IAS第 39号―持分証券の減損」（2005年 6月） 
iii. アジェンダ決定「IAS第 39号『金融商品：認識及び測定』―『著しいか又は長期にわたる』の意味」（2009年 7

月） 

12名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

f. アジェンダ決定「関連会社への有形固定資産の拠出（IAS 第 28 号『関連会社及び共同支配企業に対する投資』）
（2018年 1月）を修正する。 

12名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

次のステップ 

IASBは、改訂基準書を公表するためのデュー・プロセスの要求事項について議論する。 

無形資産（アジェンダ・ペーパー17） 

IASB は 2026 年 7 月 22 日に会合し、無形資産の定義のいくつかの側面及びそれを支える要求事項の考え得る変更につ
いて議論した。具体的には、IASB は、知的財産のライセンス供与契約についての顧客の会計処理について開発しているモデ
ルについて議論した。当該モデルは、「サービスとしてのソフトウェア」（SaaS）契約におけるクラウド・ベースのソフトウェア提供契
約のテストケースを使用している。 

IASBは何も決定を求められなかった。 
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次のステップ 

IASBは、IAS第 38号「無形資産」における無形資産の定義及び無形資産の認識に関する要求事項のいくつかの側面の考
え得る変更について、テストケースに基づいて、議論を継続する。 

企業結合 ― 開示、のれん及び減損（アジェンダ・ペーパー18） 

IASBは2026年7月21日に会合し、公開草案「企業結合 ― 開示、のれん及び減損」における提案の審議を継続した。 

IASBは、企業結合の業績に関する開示の更新されたパッケージについて議論した。 

IASB は、企業が更新されたパッケージの一部として開示することを要求されることとなる事後の業績情報の種類をさらに検討す
るようスタッフに指示した。 

12名の IASB メンバーのうち 10名がこの決定に賛成した。 

次のステップ 

IASBは公開草案における提案の再審議を継続する。 

キャッシュ・フロー計算書及び関連事項（アジェンダ・ペーパー20） 

IASBは 2026年 7月 22日に会合し、次のことについて議論した。 

 投資活動及び財務活動による非資金取引（非資金取引）に関する開示の改善 
 金融機関のキャッシュ・フロー計算書に関して計画されている作業及び焦点領域 

非資金取引（アジェンダ・ペーパー20A） 

IASBは、将来の公開草案において次の提案をすることを暫定的に決定した。 

a. IAS第 7号「キャッシュ・フロー計算書」の第 43項から第 44項の範囲に含まれる非資金取引を明確化するための適用
指針を追加する。具体的には、ガイダンスは次のようにする。 
i.  非資金取引を識別するために、企業は資産の資金を伴わない追加及び処分、並びに負債及び資本項目の資金を

伴わない発行及び償還を識別し、それらについてのキャッシュ・フローがあれば投資活動又は財務活動に分類される
旨を説明する。 

ii.  (i)に記述した項目における非資金変動のうち開示要求の範囲に含まれるものの例及びその範囲に含まれないもの
の例を含める。 

12名の IASB メンバーのうち 11名がこの決定に賛成した。 

b. 企業の純資産の変動及び将来キャッシュ・フローを生み出す能力を投資者が理解できるようにする非資金取引に関する
情報を開示することを企業に要求する開示目的を追加する。 

12名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

c. 非資金取引に関する情報を単一の注記で開示することを企業に要求する。 

12名の IASB メンバーのうち 11名がこの決定に賛成した。 

d. IAS第 7号の第 43項から第 44項に企業が次のことを開示するという要求を追加する。 
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i.  非資金取引のリスト及び他の注記における関連情報の記載場所を識別する該当のある相互参照 

 12名の IASB メンバーのうち 11名がこの決定に賛成した。 

ii. 取引金額、すなわち、IFRS 会計基準に従って当該取引に帰属する対価（企業は、当該取引が生じている、関連
する投資、財務及び営業の各活動に関する情報を開示することも要求される。営業活動がこれらの提案されている
要求事項の範囲に含められるのは、営業と投資又は財務の両方に関わる取引に伴うものである場合のみとなる。） 

 12名の IASB メンバーのうち 11名がこの決定に賛成した。 

iii. 非資金取引が資産、負債及び資本に与える影響を類似の資金取引の金額と並べて（企業は、活動に対する合
算した影響をキャッシュ・フロー計算書において示すためにこれらの金額を加算することを要求される。） 

12名の IASB メンバーのうち 10名がこの決定に賛成した。 

e. (d)に記述した情報を（表のような）体系化された様式で提供することを企業に要求する。 

12名の IASB メンバーのうち 11名がこの決定に賛成した。 

f. (d)(i)に記述したように開示される相互参照において識別された関連する注記において利用可能な情報の性質を説明
することを企業に要求する（取引金額がこれらの注記において区分して識別可能ではない場合）。 

12名の IASB メンバーのうち 10名がこの決定に賛成した。 

金融機関のキャッシュ・フロー計算書に対するアプローチ（アジェンダ・ペーパー20B） 

IASB は、金融機関のキャッシュ・フロー計算書に関する今後の作業の計画について議論した。その計画には、次のことに関する
リサーチ及び利害関係者との対話の優先順位を付けることが含まれる。 

a. この作業から生じる IAS第 7号の考え得る変更を適用することとなる企業の範囲の定義 
b. キャッシュ・フロー計算書の表示に関する要求事項の一部又は全部を金融機関に対して免除する可能性の検討 

IASBは何も決定を求められなかった。 

次のステップ 

IASBは、プロジェクト計画にあるトピックのそれぞれについて財務報告を改善する方法を引き続き検討する。 

IFRS第 9号の適用後レビュー ― ヘッジ会計（アジェンダ・ペーパー26） 

IASBは 2026年 7月 21日に会合し、次のことを行った。 

 IFRS第9号「金融商品」の適用後レビュー ― ヘッジ会計の第1フェーズで収集したフィードバックについて議論した。 
 この適用後レビューに関連性のある学術文献のレビューについて議論した。 
 公開協議のための情報要請にどのような質問を含めるべきかを決定した。 

フィードバックの分析及び学術文献のレビュー（アジェンダ・ペーパー26A-26B） 

IASBは、次のことを評価するために、IFRS第 9号におけるヘッジ会計の要求事項及び IFRS第 7号「金融商品：開示」に
おける関連する開示要求に関しての個別の質問を情報要請に含めることを暫定的に決定した。 

a. それらの要求事項が目的を満たしているかどうか 
b. それらの要求事項の適用から生じる情報の利用者にとっての便益は予想どおりかどうか 
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c. それらの要求事項の適用、並びにそれらの適用の監査及び執行のコストは予想どおりかどうか 

12名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

次のステップ 

IASB は、情報要請の公表を承認しコメント期間を設定する予定である。IASB は情報要請を 2026 年 9 月に公表する計
画である。 

維持管理及び一貫した適用 

維持管理及び一貫した適用についての活動（アジェンダ・ペーパー12） 

IASBは 2026年 7月 21日に会合し、次のことについて議論した。 

 「IAS第 12号が適用される税金費用又は税金収益ではない税金又はその他の費用の表示」（IFRS第 18号「財
務諸表における表示及び開示」）のプロジェクト 

 アジェンダ決定「サプライチェーン・ファイナンス契約―リバース・ファクタリング」（2020 年 12 月）を撤回するかどうかの
質問 

IASBは IFRS解釈指針委員会（委員会）の 2026年 6月会議に関するアップデートも受けた。 

IAS 第 12 号が適用される税金費用又は税金収益ではない税金又はその他の費用の表示（IFRS 第 18 号）
（アジェンダ・ペーパー12A-12C） 

IASB は、特定の税金費用を純損益計算書の法人所得税区分に分類することを企業に要求するように IFRS 第 18 号を修
正するための代替的なアプローチについてさらに議論した。 

IASBは、IFRS第 18号を次のように修正する提案をすることを暫定的に決定した。 

a. 純損益計算書の法人所得税区分に、政府が法人所得税の直接的な代用として課した税金費用を分類することを企
業に要求する。 

b. 企業が法人所得税又は所定の税金費用のいずれかを支払うことが法制で定められている場合にのみ、(a)に記述した
分類を要求する。 

12名の IASB メンバーのうち 10名がこの決定に賛成した。 

IASBは次のことを暫定的に決定した。 

a. 法人所得税以外の税金費用を法人所得税区分に分類する企業に次のことを要求する。 
i.  純損益計算書において、それらの他の税金費用を法人所得税から分解する。 
ii. それらのその他の税金費用の性質及び金額並びにそれらの計算基礎を開示する。 
iii. 財務及び法人所得税前純利益に係る小計（IFRS 第 18 号の第 69 項参照）又は法人所得税前純利益に

係る小計（IFRS第 18号の第 118項参照）の名称を、（IFRS第 18号の第 43項に従って）当該小計に
含まれている金額を忠実に表現する方法で付ける。 

b. 経営者が定義した業績指標について次のことを要求する。 
i.  IFRS 第 18 号の第 123 項(c)で要求されている調整表において開示される各項目について、法人所得税に分

類したその他の税金費用の影響を開示する。 
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ii. 企業が調整項目についてのその他の税金費用の影響を決定するために合理的な方法を用いることを認める
（IFRS第 18号の B141項の要求事項と同様に）。 

c. IFRS第 18号の B64項から B64項を、企業が法人所得税区分に分類する法人所得税以外の税金費用から生じ
た資産にも言及するように修正する。 

12名の IASB メンバーのうち 11名がこれらの決定に賛成した。 

IASBは、その他の包括利益に認識した法人所得税に関しての IFRS第 18号の要求事項を修正しないことを暫定的に決定
した。 

12名の IASB メンバーのうち 10名がこの決定に賛成した。 

次のステップ 

IASBは修正案の残りの側面について議論する。 

リバース・ファクタリングについてのアジェンダ決定―IFRS 第 18 号に係る委員会のアジェンダ決定の更新（アジェン
ダ・ペーパー12D） 

IASB は、アジェンダ決定「サプライチェーン・ファイナンス契約―リバース・ファクタリング」の撤回（委員会が 2025年 11月の会
議で提案した）から生じる可能性のある具体的な会計上の問題を識別することを目的とした的を絞ったアウトリーチからのフィー
ドバックについて議論した。 

IASBは当該アジェンダ決定を撤回することを決定した。 

12名の IASB メンバーのうち 11名がこの決定に賛成した。 

IFRIC Update 2026年 6月（アジェンダ・ペーパー12E） 

IASBは、委員会の 2026年 6月の会議についてのアップデートを受けた。この会議の詳細は IFRIC Update 2026年 6月
において公表された（日本語訳）。 

IASBは何も決定を求められなかった。 

https://www.ifrs.org/content/ifrs/home/news-and-events/updates/ifric/2026/ifric-update-june-2026.html
https://www.ifrs.org/content/ifrs/home/news-and-events/updates/ifric/2026/ifric-update-june-2026.html
https://www.asb-j.jp/jp/wp-content/uploads/sites/4/ifric_202606.pdf

